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図 3．勤続年数別外国人留学生の離職状況
（単位：%）
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実際に，これまで日本企業における従業員の昇進スピードがかなり遅いと
いう事実が 1980 年代からも多くの調査研究によって明らかにされている（花





らの昇進年齢「最短」は係長 29.4 歳，課長 33.8 歳，部長 39.1 歳となっており，
「標準」としても係長 33.2 歳，課長 40.2 歳，部長 47.1 歳となっている。さらに，
実在者の結果を見ても，調査時点において，最年少者（平均）は係長 31.5 歳，
課長 36.3 歳，部長 43.8 歳となっている。大卒の入社時の標準年齢から考えると，
入社してから係長，課長そして部長に昇進するまでの勤続年数はそれぞれ約 9















係長 29.4 33.2 41.7 31.5 55.9
課長 33.8 40.2 46.3 36.3 57.4




















































































































らにより 1979 年に提示された「主観的期待効用」モデルである（Mobley, 
Griffeth, Hand and Meglino 1979）。このモデルは，基本的に従業員個人が現
在の職と転職可能な職を比較し，職務の満足などの主観的要因も含めて得られ
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なし 15 3 39 4 4
あり 52 3 274 412 55















表 4 を見ると，第１に，性別について，男性は 417 名，女性は 322 名であり，
それぞれサンプル全体の 56.3％と 43.5％を占めている。ここでは，男性を１，
女性を０とするダミー変数を作成しておく。第２に，年齢について，調査票で
は「10 代，20 代，30 代，40 代，50 代，60 代以上，答えたくない」といった
7 つの選択肢が設定されている。回答を集計した結果を見ると，20 代は 314 人
（42.4%），30 代は 323 人（43.6%）いる。ここでは，以上の項目を二項選択の
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度数 322（女） 417（男） 739
％ 43.6 56.4 100
年齢
度数 316（10-20 歳代） 424（30-60 歳代） 740
％ 42.7 57.3 100
出身国
度数 232（他の国） 508（中国） 740
％ 31.3 68.7 100
学歴
度数 467（大学院） 274（大学） 741
％ 63.0 37.0 100.0
職位
度数 169（管理職） 571（一般社員） 740































質問項目 その他＝ 0 不満＝ 1 合計
（１）仕事の内容の明確化（ジョブディスクリプション整備） 471 265 736
（２）キャリア・アップできる環境になっているか 423 314 737
（３）自身の専門性を生かせる部門への配置・異動 491 243 734
（４）昇給のための基準の明確化 462 274 736
（５）能力・業績に応じた報酬 439 299 738
（６）メンター制度をはじめ各種相談体制の充実度 522 212 734
（７）ワーク・ライフ・バランスの達成のしやすさ 491 244 735
（８）ICT の活用などの業務の効率化 481 252 733
（９）テレワークなどの柔軟な働き方 423 312 735
（10）英語などでも働ける就労環境の整備 409 328 737
出所：厚生労働省・職業安定局・外国人雇用対策課（2017）に基づき，著者が作成。
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数をコントロール変数として入れる。推定結果は表 7 に示されている。



















年齢  0.082 0.22
性別 -0.491*** 0.21
出身国  0.313* 0.232
学歴 -0.104 0.223
職位  0.019 0.268
人的資源管理における制度  1.649*** 0.12





































































表 8 はその回答結果がまとめられたものである。表 8 を見ると，「日本企業
の社員として，できるだけ長く日本国内で働き続けたい」と回答した人は 425
人で，サンプル全体の 57.4% を占めている。「日本企業の社員として，日本以
外の国の子会社などで働きたい」の回答者は 146 人で，19.7% を占めている。
「日本でキャリアを積んだ後，母国及び日本以外の第３国で働きたい」は 98 人
で，13.2% を占めている。「日本でキャリアを積んだ後，母国に帰って働きたい」


























年齢  0.338** 0.214
性別  0.453*** 0.205
出身国  0.238 0.219
学歴 -0.19 0.212
職位 -0.276 0.272


































































－150 （     ）－
参考文献：


















Mobley, W. H.(1977) “Intermediate Linkages in the relationship Between Job Satisfaction 
and Employee Turnover,”Journal of Applied Psychology, 62(2),pp237-240. 
Mobley,W.H., R.W.Griffeth, H.H.Hand,and B.M.Meglino(1979)“Review and Conceptual 














提出年月日：2021 年 5 月 24 日
150
